
行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

平成 29 年度 から

2017

令和 年度 まで

2021

№6

91.2 (91.2)

16.1

15.5№4

16.9 14.9

(91.2)88.6

(14.5)％ 23.6

連結実質赤字比率

％

（－）

（－）

⑧　アクションプランの達成指標
実績値

№1

令和3年度

目標値

（－）

実績値
単位

％

Ⅱ.アクションプランの内容

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

№5 ％経常収支比率　　R01以降も同じ数値維持

(14.0) (13.5)

(91.2)

財政調整基金残高

(91.2)

11.7

⑨　関係課との連携

(15.0)

10.0 10.0

将来負担比率　　R01以降 年▲0.5％

億円

目標値

　健全化判断比率（４指標）及び経常収支比率の目標値について作成する。
　健全化判断比率（４指標）及び経常収支比率について、毎年度進捗管理を行う。
　※必要に応じ、目標達成に向けた取組を実施する。
【健全化判断比率】
　地方自治体の財政状況を統一的な指標で明らかにし、財政の早期健全化や再生の必要性を
判断するための次の４つの比率があり、いずれかが定められた早期健全化基準以上である場
合は「財政健全化計画」の作成が必要となります。

【経常収支比率】
　地方自治体の財政構造の弾力性を測定する比率をいう。
　この比率は、地方税等の経常一般財源収入に占める、人件費・扶助費・公債費等の経常的
な経費の割合であり、比率が高くなるにつれて、財政構造に弾力性がない（余裕がない）と
いえる。

実質公債費比率　　R01以降 年▲0.5％

（－）

（－）

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

③　プラン名
健全化の推進を図るための健全化判断比率等の目
標設定

1

途中追加

担当 財政係

種別①　基本方針 Ⅰ 財政基盤を強化します

②　取組事項名 ① 財政指標等の目標を定めます

新規

継続 終了

担当課 財政管財課

29

3

年度

12.4

％ -

H28 H29

(9.5)

（－）-

11.5 (11.0) (10.5) (10.0)

（－） （－）

⑦　アクションプランの目標

目標値

・健全化判断比率（４指
標）及び経常収支比率の
目標値について作成す
る。

№3

実績値

№2

⑥　アクションプランのスケジュール

変更（無）

同左

平成30年度 令和2年度 変更（無）

同左

実質赤字比率

変更（無）

・健全化判断比率（４指
標）及び経常収支比率に
ついて、毎年度進捗管理
を行う。

※必要に応じ、目標達成
に向けた取組を行う。

同左

令和元年度 変更（無）

・町財政の健全化を示す健全化判断比率及び経常収支比率の目標値を設定し、毎年度進捗管理を行いながら、長期的
な健全財政を実現する。

R03

（－）（－）

R02

平成29年度

H30 R01

変更（有）

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率
早期健全化基準 14.18% 19.18% 25.00% 350.00%
※実質赤字比率、連結実質赤字比率は、状況により変動します。（表は平成27年度の数値）
※実質公債費比率は早期健全化基準の他に、県が定めた基準（18.00％）があります。
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１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作業
が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準備
作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で検
討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

H30
(2018)

R01
(2019)

R02
(2020)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H30
(2018)

○ Ｂ

・健全化判断比率（４指標）及び経常収支比率を作成
した（H29年度決算）。
・作成した当町の指標と県内平均や全国平均、類似団
体平均と比較分析を行った。
・財政計画における今後の収入支出状況をもとに、健
全化判断比率の推計を行った。

　公債費負担は年々軽減されてきたが、経
常収支比率は悪化していることから、財政
構造の硬直化が進行しており、査定時の当
課単独の取組では改善が困難な状況であ
る。

R01
(2019)

H29
(2017)

○ Ｂ

・健全化判断比率（４指標）及び経常収支比率を作成
した（H28年度決算）。
・作成した当町の指標と県内平均や全国平均、類似団
体平均と比較分析を行った。
・財政計画における今後の収入支出状況をもとに、健
全化判断比率の推計を行った。

　各指標は前年度数値より減少し、県内平
均よりも下回っている傾向にあるが、類似
団体平均と比べれば上回っている。
　今後も引き続き、指標の推移に留意し
て、健全財政を維持・向上させていく必要
がある。

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

№6

№5

○

№4

○ ○

№3 庁内における新公会計制度の普及・啓発 － － ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

№2 新公会計制度の効果的活用の検討 － ○ ○ ○ ○

№1 新公会計制度財務諸表の作成、公表 － ○ ○ ○

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・新公会計制度に基づく財務諸表は、全国統一的な基準で作成するため、自治体間の資産・負債等の比較が可能と
なり、財政運営を進めるうえでの有効な情報となる。
・新公会計制度の導入にあたっては、複式簿記の専門的な知見を要するため、税理士の支援を受けながら本格導入
に向けた作業を進めるとともに、作成した財務諸表の財政運営への有効活用について検討を行う。

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（有） 令和3年度 変更（有）

・前年度決算における新
公会計制度財務諸表の作
成・公表を行う。

・新公会計制度の財政運
営への効果的活用の検討
を行う。

・庁内における新公会計
制度の普及・啓発を行
う。

同左 同左 同左 同左

2021

29 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（有） 令和元年度 変更（有）

　新公会計制度に基づく財務諸表の作成・公表を行う
　新公会計制度の財政運営への効果的活用の検討を行う。
　庁内における新公会計制度の普及・啓発を行う。

【新公会計制度の導入について】
　総務省通知「統一的な基準による地方公会計の整備促進について」により、複
式簿記の導入を前提とした財務書類の作成に関する統一的な基準が示され、原則
として平成２９年度末までに統一的な基準に基づく財務書類を作成するよう要請
がなされた。
【当町の状況について】
　平成２９年度の本格導入に向けて、平成２８年度より制度導入に向けた準備作
業を行った。平成２８年度は公会計システムの導入と試行的に財務諸表の作成を
行った。

平成 29 年度 から

2017

令和 3 年度 まで

Ⅱ.アクションプランの内容

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

③　アクション
　　プラン名

1
新公会計制度に基づく財政運営への効果的活用
の検討

担当 財政係

内線 222

継続 終了

②　取組事項名 ② 公会計改革を推進します 担当課 財政管財課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅰ 財政基盤を強化します 種別
新規 途中追加

6



× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

△ Ｂ

・平成２８年度決算における新公会計制度財務諸表の作
成・公表を行った。
・作成した財務諸表の数値について分析を行ったが、他団
体の諸表が出揃っておらず、比較分析までは実施できな
かった。
・作成した財務諸表とその解説、分析結果を庁内に周知し
たが普及啓発という点では弱い。

　平成２９年度業務は制度導入初年度ということもあ
り、ほとんどの団体で財務諸表の完成が年度末駆け
込みという状況であった。今後、より効果的に活用し
ていくためには、全団体において財務諸表を早めに
完成させ、県内平均や類似団体平均と比較分析を
行うことが必要である。また、庁内普及啓発のため職
員への説明の場など必要と思われる。

H30
(2018)

△ Ｂ

・平成29年度決算における新公会計制度財務諸表の作
成・公表を行った。
・税理士の支援を受けながら財務書類の分析を行い、
要約財務書類を作成した。
・作成した財務諸表とその解説、分析結果を庁内に周
知したが普及啓発という点では弱い。

今後示される全国平均や類似団体平均を基
に他団体との比較分析を行う。また、ス
トックマネジメントへのツールとして、公
共施設総合管理計画への活用方法を考えて
いかなければならない。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

№6

№5

№4

○ ○

№3

○ ○ ○

№2 分析結果の財政計画への反映 － ○ ○ ○ ○

№1 決算状況について類似団体との比較分析 － ○ ○ ○

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・これまでも作成していた町財政計画について、実施計画に組み込まれた事業を反映するだけではなく、類似団体
との決算状況の比較分析から当町の課題を把握を行い、財政計画への反映に向けて検討を行う。

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（無） 令和3年度 変更（無）

・類似団体等と比較し、
当町の決算状況を性質別
に分析することで、過大
に支出している経費の削
減など、財政計画への反
映を検討する。

同左 同左 同左 同左

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（無） 令和元年度 変更（無）

年度 まで

2021

29 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　決算状況について、類似団体等との比較分析といった検証を行い、町財政計画
への反映に向けて検討する。

【町財政計画】
　毎年度、向こう１０年間の町財政状況を見込んだ財政計画を作成し、庁内職員
へ周知するとともに、予算編成や今後の財政状況を計る資料として活用してい
る。
　歳出においては町総合計画における事業費や現予算額等を基に積算し、歳入に
ついては交付税の算定見込みや町税の収入見込み等から積算している。

平成 29 年度 から

2017

令和 3

③　アクション
　　プラン名

1 町財政計画へ反映させるための決算状況の検証 担当 財政係

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ③ 決算状況を検証し町財政計画に活かします 担当課 財政管財課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅰ 財政基盤を強化します 種別
新規 途中追加

8



× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

○ Ｂ

・類似団体、県内平均、全国平均と、当町の決算状況を性
質別に分析をした。
・過大に支出している経費など当町の課題把握を行い、町
財政計画へ反映するための検討を行った。

・過大に支出している経費の中で、性質的に削
減が困難な経費（扶助費や公債費など）への対
策が課題である。

H30
(2018)

○ Ｂ

・類似団体、県内平均、全国平均と、当町の決算状況を性
質別に分析をした。
・過大に支出している経費など当町の課題把握を行ったと
ころ、扶助費の支出が経常収入を上回っていることが判明
した。

・計画に取り込めていない財政需要（老朽化施
設への対応）があるが、合併算定替期間後の財
政基盤構築が整っていない。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

№6

№5

№4

№3

○ ○ ○

№2 インセンティブ予算制度の実施 － － ○ 0件 3件

№1 予算編成方針の検証 － ○ ○ ○

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・当初予算要求段階において、各課でコスト意識や費用対効果を検証してもらい、経費削減を推進する。
・インセンティブ予算制度を実施する。

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（無） 令和3年度 変更（無）

・当初予算編成方針を見
直し、コスト意識や費用
対効果を検証する仕組み
づくり

・予算編成方針に基づく
予算編成

・枠配分方式の調査・研
究

・予算編成方針の検証

※必要に応じて見直し

・インセンティブ予算制
度の実施

同左 同左 同左

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（無） 令和元年度 変更（無）

年度 まで

2021

29 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　今後ますます厳しい財政状況が予想される中において、これまでの慣例にとらわ
れることなく、コスト意識をもって、予算要求段階から経費削減を推進するため、
予算編成方針の見直しを行い各課においての取り組みを促す。
インセンティブ予算制度を実施する。

平成 29 年度 から

2017

令和 3

③　アクション
　　プラン名

1
各課の創意工夫による予算要求段階からの経費削
減

担当 財政係

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ④ 各課において自主的に経費節減を図ります 担当課 財政管財課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅰ 財政基盤を強化します 種別
新規 途中追加
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× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準備
作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で検
討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作業
が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

インセンティブ予算制度を導入している他市町村の取り組
みを情報共有する必要があるのではないか。事務事業の
見直しを通じて、住民サービスを向上させる代替案を所管
課に提示させるなど、財政管財課には促す役割を期待す
る。

他市町村の事例を情報収集する。当町の事例があれば紹介する。

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

○ Ｂ

当初予算編成方針において半数程の出席率であったこと
から、コスト削減や費用対効果の意識付けはある程度でき
たものと考える。
インセンティブ制度を実施することはできたが、まだ認知度
が不足していると感じる。

インセンティブ制度について、職員が制度の内容を
理解して積極的に利用できる環境づくりを要する。

H30
(2018)

▲ Ｃ

予算編成方針説明会にて制度の説明（11/20、11/27）
平成30年度中の申請は無かった。

制度の再周知を行い、認知度を上げる。
申請に向けたアドバイスを行い実績を作
る。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

№6

№5

№4

703,117 681,995

№3

- - -

№2 一般会計繰入金の縮減 千円 630,822 640,292 703,632 724,744

№1 経営の効率化（経営戦略） - - - -

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・サービスの安定的供給
・的確な長寿命化対策実施による更新費用の縮減
・経営の効率化と使用料の見直し

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（無） 令和3年度 変更（無）

・行政経営推進委員会に
おいて「公共下水道事
業、経営戦略策定につい
て」報告
・進捗管理として「経営
比較分析表（平成28年度
決算）をHPにおいて公
表」

・庁内において下水道使
用料改定案策定及び協議
・進捗管理として「経営
比較分析表（平成29年度
決算）をHPにおいて公
表」予定

・令和2年度からの下水
道使用料改定内容を町議
会に報告及び町民への周
知
・進捗管理として「経営
比較分析表（平成30年度
決算）をHPにおいて公
表」予定

・下水道使用料改定
・進捗管理として「経営
比較分析表（令和元年度
決算）をHPにおいて公
表」予定

・進捗管理として「経営
比較分析表（令和2年度
決算）をHPにおいて公
表」予定

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（無） 令和元年度 変更（無）

年度 まで

2021

29 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　下水道事業については、経営的観点からリスクが高い事業であるため、平成31
年1月に総務省から3万人以下の人口の市町村に対して、令和6年４月までに公営企
業法適用化を進めるよう要請通知が示されました。
　今後、更新費用、長寿命化対策等が進むため、これらの費用増大、人口減少時
代への突入による使用料収入の減少等、さらに経営環境が厳しさを増す中である
が、サービスの提供については安定的に継続できるよう経営環境の効率化と改善
に努めなければならない。（令和2年4月から下水道使用料改定）
　計画的合理的な経営基盤の強化と財政マネジメントを行っていく必要があるた
め、公営企業の中長期的な経営の基本計画である「経営戦略（平成２９年度～３
８年度）」を策定し３年から５年間ごとの見直しを行い進捗を管理していく。
※下水道事業における「経営戦略」の策定は、平成２８年度に策定し、２９年度
にＨPでの公表及び行政経営推進委員会に報告を行った。

平成 29 年度 から

2017

令和 3

③　アクション
　　プラン名

1 下水道事業の中期経営計画の策定・検証 担当 下水道業務係

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ⑤ 公営企業の安定経営を図ります 担当課 地域整備課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅰ 財政基盤を強化します 種別
新規 途中追加
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× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

○ Ｂ

・「公共下水道事業経営戦略策定について」行政経営推進
委員会において報告及び「経営比較分析表」をＨＰにて公
表を行った。

・今後は、的確な長寿命化対策実施による更新
費用の縮減、経営の効率化と使用料の見直し
を進める。

H30
(2018)

○ Ｂ

・平成29年度地方公営企業決算状況調査より、「平成29年
度の経営比較分析表」をＨＰにて公表を行った。

・今後は、的確な長寿命化対策実施による更新
費用の縮減、経営の効率化と令和2年4月から
の使用料改定を進める。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

№6

№5

№4

72,395 73,198

№3

- - -

№2 一般会計繰入金の縮減 千円 75,107 75,757 73,811 73,736

№1 経営の効率化（経営戦略） - - -

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・サービスの安定的供給
・的確な長寿命化対策実施による更新費用の縮減
・経営の効率化と使用料の見直し

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（無） 令和3年度 変更（無）

・行政経営推進委員会に
おいて「農業集落排水事
業経営戦略策定につい
て」報告
・進捗管理として「経営
比較分析表（平成28年度
決算）をHPにおいて公
表」

・庁内において下水道使
用料改定案策定及び協議
・進捗管理として「経営
比較分析表（平成29年度
決算）をHPにおいて公
表」予定

・令和2年度からの下水
道使用料改定内容を町議
会に報告及び町民への周
知
・進捗管理として「経営
比較分析表（平成30年度
決算）をHPにおいて公
表」予定

・下水道使用料改定
・進捗管理として「経営
比較分析表（令和元年度
決算）をHPにおいて公
表」予定

・進捗管理として「経営
比較分析表（令和2年度
決算）をHPにおいて公
表」予定

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（無） 令和元年度 変更（無）

年度 まで

2021

29 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　下水道事業については、経営的観点からリスクが高い事業であるため、平成31
年1月に総務省から3万人以下の人口の市町村に対して、令和6年４月までに公営企
業法適用化を進めるよう要請通知が示されました。
　今後、更新費用、長寿命化対策等が進むため、これらの費用増大、人口減少時
代への突入による使用料収入の減少等、さらに経営環境が厳しさを増す中である
が、サービスの提供については安定的に継続できるよう経営環境の効率化と改善
に努めなければならない。（令和2年4月から下水道使用料改定）
　計画的合理的な経営基盤の強化と財政マネジメントを行っていく必要があるた
め、公営企業の中長期的な経営の基本計画である「経営戦略（平成２９年度～３
８年度）」を策定し３年から５年間ごとの見直しを行い進捗を管理していく。
※農業集落排水事業における「経営戦略」の策定は、平成２８年度に策定し、２
９年度にＨPでの公表及び行政経営推進委員会に報告を行った。

平成 29 年度 から

2017

令和 3

③　アクション
　　プラン名

2 農業集落排水事業の中期経営計画の策定・検証 担当 下水道業務係

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ⑤ 公営企業の安定経営を図ります 担当課 地域整備課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅰ 財政基盤を強化します 種別
新規 途中追加
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× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

○ Ｂ

・「農業集落排水事業経営戦略策定について」行政経営推
進委員会において報告及び「経営比較分析表」をＨＰにて
公表を行った。

・今後は、的確な長寿命化対策実施による更新
費用の縮減、経営の効率化と使用料の見直し
を進める。

H30
(2018)

○ Ｂ

・平成29年度地方公営企業決算状況調査より、「平成29年
度の経営比較分析表」をＨＰにて公表を行った。

・今後は、的確な長寿命化対策実施による更新
費用の縮減、経営の効率化と令和2年4月から
の使用料改定を進める。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

74 74

⑨　関係課との連携

・環境保健課とは、健康事業と健診予防接種事業で連携し、医療機器等の導入による国保調整交付金の申請等で連
携する。
・介護福祉課とは地域包括ケアを推進するために町内介護施設等のケアマネとの地域ケア会議を実施し連携してゆ
く。

20 20 20

№6 全病床数 床 76 75 78 74

№5 地域包括ケア病床数 床 10 15 25

6

№4 年間手術件数 件 51 36 17 30 30 30

35,000 35,000

№3 常勤医師数 人 5 5 5 6 6

20,000 20,000 20,000

№2 外来延患者数 人 35,418 33,327 31,759 35,000

№1 入院延患者数 人 19,247 19,831 19,033

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・病院経営を黒字化する数値目標を設定し、地域包括ケアに向けた医療機能の設定と八戸医療圏・上十三医療圏の
公立病院との連携強化を図りながら持続可能な経営を推進する。

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（無） 令和3年度 変更（無）

・平成２８年度に策定し
た新公立病院改革プラン
を平成２８年度決算後に
検証と修正を実施する。

・平成２８年度に策定し
た新公立病院改革プラン
を平成２９年度決算後に
検証と修正を実施する。

・平成２８年度に策定し
た新公立病院改革プラン
を平成３０年度決算後に
検証と修正を実施する。

・平成２８年度に策定し
た新公立病院改革プラン
を平成３１年度決算後に
検証と修正を実施する。

・平成２８年度に策定し
た新公立病院改革プラン
は平成３２年度までなの
で、評価・検証後して新
たな改革プランを策定す
る。

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（無） 令和元年度 変更（無）

年度 まで

2021

29 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　病院事業の経営計画は、総務省の指導により公立病院改革プランとして、平成
２１年度から平成２５年度までの５年間で、経営の効率化、再編・ネットワーク
化、経営形態の見直しを目的に、計画を策定した。
　その間、計画を評価・点検し内容を公表してきたところです。計画と実績につ
いて評価すると、経営の効率化により黒字化を達成し目標をクリアしています。
　今回、平成２８年度から平成３２年度までの新公立病院改革プランは、最初の
プランの目的に地域医療構想を加え、病院の医療形態の見直しと遊休病床の削減
を図り、将来の人口減に対応するプランとなっています。
　人口推計と年齢構成の変動により、外来患者数は減少し入院患者数は増加する
見込みから、平成２７年度決算内容を基礎として平成２８年度からの計画を策定
します。

平成 29 年度 から

2017

令和 3

③　アクション
　　プラン名

3 病院事業の中期経営計画の策定・検証 担当 事務局（総括係）

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ⑤ 公営企業の安定経営を図ります 担当課 国保おいらせ病院

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅰ 財政基盤を強化します 種別
新規 途中追加
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× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

○ Ｂ

・地域包括ケア病床の５床増を１年前倒しで実施したことに
より、入院患者数が前年に比較して５８４人増加した(１５床）
・外来患者に関しては、２，０９１人の大幅減となった
・非常勤の外科医の減により手術件数が減少

・入院患者数が増加したが、外来患者が大幅に減少
したため、経営的には純損失が生じた
・外来患者を増加させるための方策を検討する（外来
問題検討委員会）
・外科医師の採用は難しい

H30
(2018)

△ Ｂ

・前年度より患者数は減ったが、患者一人当たりの診療収
入は増加した。
・一方、地域包括ケア病床の5床増による患者数の増加と
入院基本料5から4への変更による週に収入増を見込んだ
が、患者数が伸びず、収入も減ということとなった。

・地域連携室の設置により、安定した患者
数の確保を見込み、地域包括ケア病棟入院
料2から1への移行で収入増を図る。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

・各施設の所管課等と連携を図り縮減策について協議し、所管課で策定した個別施設計画に基づき総合管理計画を
見直す。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題

№6

№5

№4

№3

△29億円

№2 個別施設計画の見直し ○

№1 更新費用の経費縮減 億円 ―

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・更新費用を10年間で58億円経費縮減

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（無） 令和3年度 変更（無）

・個別施設計画の策定 ・個別施設計画の見直し
に向けた施設所管課と協
議

・個別施設計画の見直し ・公共施設等総合管理計
画の見直し

・公共施設等総合管理計
画の見直し

平成29年度 変更（無） 平成30年度 変更（無） 令和元年度 変更（無）

年度 まで

2021

29 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　国は平成26年に「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」を示し、
全国の地方公共団体に対し「公共施設等総合管理計画」の策定を求めた。当町に
おいても、老朽化による安全性のリスクや維持修繕経費の増大が懸念される中、
町財政事情は厳しさを増しており、人口構造についても増加のピークを迎え、今
後は、少子高齢化の進行が見込まれている。こうした中、公共施設等に求められ
る安全性、機能性を確保しつつ、将来にわたって総合的に管理し、トータルコス
トの軽減を図り、効率的で効果的な施設の運営維持を目指すための基本方針とす
べく「おいらせ町公共施設等総合管理計画」を平成28年度中に策定し公表するこ
ととしている。計画期間は平成29年度から平成38年度までの10年間とし、総合計
画及び行政経営計画、個別施設計画と整合性を図ることとしている。
　平成29年度までに個別施設計画の策定を目指し、策定後、公共施設等総合管理
計画の進捗等について検証を行う。

平成 29 年度 から

2017

令和 3

③　アクション
　　プラン名

1 公共施設等総合管理計画の策定、検証 担当 管財係

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ⑥
公共施設全体をマネジメントする指針を策定し
ます

担当課 財政管財課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅰ 財政基盤を強化します 種別
新規 途中追加
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× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

○ Ｂ

・建物系公共施設の個別施設計画を策定 ・未策定の施設についてH32年度までに個別施設計
画を施設所管課において策定(H29.3.23関係省庁連
絡会による)
・建物系公共施設の個別施設計画については内容
が不備なため計画修正

H30
(2018)

○ Ｂ

・関係課連絡会議開催(H30.8.28)
　　個別施設計画策定の必要性について
　　個別施設計画の記載事項について

・未策定の施設についてR元年度末までに個別施設
　計画を策定。
・策定済みの個別施設計画については、対策の
　優先順位、個別施設の状態、対策内容と実施
　時期、対策費用を明らかにし、計画的実施を
　マネジメントするため実施計画及び財政計画
　への反映を検討する必要あり。
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

・統合庁舎建設計画は、単に庁舎のみを建設すればよいものではなく、庁舎を中心としたまちづくりに関わってく
るものであることから、統合庁舎建設地については、土地利用計画の見直し状況等を確認しながら、関係課長で構
成される新庁舎建設庁内検討委員会において、関係課との連携を図りつつ協議検討を進めていく。

№6

№5

№4

№3 建設候補地の決定 ○

○ ○ ○

№2 庁内の方向性決定 ○

№1 おいらせ町新庁舎建設庁内検討委員会開催 － ○ ○ ○

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・統合庁舎建設候補地の絞り込み
・統合庁舎建設に係るおおまかな建築規模、敷地面積等の検討(精査)
・令和元年度までに建設候補地の方向性決定を目指す。

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（無） 令和3年度 変更（無）

・おいらせ町新庁舎建設
庁内検討委員会における
諸課題等の整理検討

・おいらせ町新庁舎建設
庁内検討委員会における
諸課題等の整理検討

・おいらせ町新庁舎建設
庁内検討委員会等におけ
る諸課題等の整理研究
・建設候補地の決定

同左 同左

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（有） 令和元年度 変更（有）

年度 まで

2018

29 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　統合庁舎の建設に向けて、庁内関係課長にて構成される、おいらせ町新庁舎建
設庁内検討委員会において、新庁舎建設に係る諸課題等を整理検討する。 平成 29 年度 から

2017

平成 30

③　アクション
　　プラン名

2 統合庁舎建設に向けた検討 担当 庁舎管理係

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ⑥
公共施設全体をマネジメントする指針を策定し
ます

担当課 総務課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅰ 財政基盤を強化します 種別
新規 途中追加

20



× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

○ Ｂ

新庁舎建設に向けて、建設候補地の課題等を整理するた
め新庁舎建設庁内検討委員会を開催し、「イオンモール下
田敷地内」を候補地に追加、各候補地の必要な現状分
析、庁舎整備に係る事業費の試算を行うため「基礎調査業
務委託」の実施等の方向性を検討した。

平成29年度に実施した「新庁舎整備検討基礎調査
業務報告書」を基に建設候補地決定に向けて検討し
ていく必要がある。

H30
(2018)

△ Ｂ

平成29年度に実施した「新庁舎整備検討基礎調査業務
報告書」の評価結果を基に３候補地に絞り込み。追加
で、「まちづくり関係」「防災拠点関係」の町の考え
方を検討してまとめたが、その他３候補地の諸課題や
事業費等の詳細を検討していく必要があるため庁内の
方向性決定には至らなかった。

候補地決定に向けての諸課題の整理。決定
に向けたプロセスの見直しを行い進めてい
く必要がある。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

・指定管理者制度の導入にあたっては、企画財政課で作成する「公共施設等総合管理計画」とは密接な関連がある
ことから、企画財政課との協議を踏まえて検討を進めていく。また、制度導入を検討する施設の所管課とも同様に
協議を行う。

№6

№5

№4 指定管理者制度の導入 施設 5 5 5

№3 指定管理者制度の公募 － ○

№2 個別施設条例の改正 － ○

№1 指定管理者制度導入に向けた調査、検討 － ○

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・各施設ごとに指定管理者制度導入による利点等の有無について調査を行う。
・調査結果に基づき指定管理者制度の導入に向けた検討を行う。

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（有） 令和3年度 変更（無）

・各公共施設ごとに指定
管理者制度導入による利
点等の有無の調査、検討

・指定管理者制度の対象
となる公の施設を分析
し、施設の管理方法（指
定管理者制度または直営
(委託含む)）および指定
管理者制度導入の適否を
判断する。
・平成32年4月施行の改
正地公法への対応に向
け、現在臨時職員のみ配
置している施設について
指定管理者導入に取り組
む。

・指定管理者制度の導入
を予定している個別施設
条例の改正
・指定管理者制度の公募
①みなくる館、図書館、
大山将棋記念館
②児童館（木ノ下、木
内々、向山）

・指定管理者制度導入

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（有） 令和元年度 変更（有）

年度 まで

2020

29 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　指定管理者制度とは、公の施設のより効果的・効率的な管理を行うため、その
管理に民間の能力を活用するとともに、その適正な管理を確保する仕組を整備
し、住民サービスの向上や経費の節減等を図ることを目的としたものであるが、
現在、当町において指定管理者制度を導入している公共施設がないことから、各
施設ごとに制度導入による利点等の有無について調査を行い、調査結果を基に指
定管理者制度の導入に向けた検討を行う。

平成 29 年度 から

2017

令和 2

③　アクション
　　プラン名

1 指定管理者制度の導入に向けた検討 担当 行政経営係

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ⑦ 民間活力の活用を検討します 担当課 総務課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅰ 財政基盤を強化します 種別
新規 途中追加
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× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

指定管理者制度の導入を進めていくには、他市町村の
導入事例を参考に施設選定を行い検討するのが効率的
な方法である。過去に議論された経緯も踏まえ、指定
管理者制度の原理原則の部分に従って進めてほしい。

指定管理者制度の目的及び「重要度(価値の創造性)」
「緊急度(時間の拘束性)」などの多角的視点から施設
を選定し、指定管理者制度の導入に向け段階的に検討
する。

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

× Ｃ

平成29年度行政経営幹事会で検討する予定だったが、実
施されなかった。

平成32年4月改正地公法に伴い、大幅に人件
費が増額することが予想されるため、早期に検
討が必要である。

H30
(2018)

○ Ｂ

①指定管理者制度の導入が可能な公の施設について、
指定管理者制度導入の方向性を決定した。
②指定管理者制度の導入から運用までの指針をまとめ
た「指定管理者制度運用ガイドライン」を作成した。

指定管理者制度導入を先行して行う施設と
継続検討する施設があるため、継続検討す
る施設について方向性を決める必要があ
る。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

・民間活力の活用については、指定管理者制度も含め一体的に行政経営改革の中で取り組んでいかなければならな
いことであるため、総務課との連携が必要である。

№6

№5

№4

№3

№2 PFI活用事例等の情報提供 － ○

№1 PFI制度の概要を作成 － ○

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・「最少の経費で最大の効果を上げる」、「民間で可能な分野はできるだけ民間に任せる」という基本認識のも
と、町が実施する公共施設等の整備運営にあたってＰＰＰ/ＰＦＩについて調査・研究をした上で、平成３０年度を
目標に方向性を示す。

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（無） 令和3年度 変更（無）

・PFI制度の概要を作成 ・PFI活用事例等の情報
提供

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（無） 令和元年度 変更（無）

年度 まで

2018

29 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　本格的な少子高齢化社会が到来する中、厳しい財政状況や将来の財政負担等を考慮
し、公共投資額をできる限り抑制しつつ、効率的かつ質の高い公共サービスを提供するこ
とが求められている。
　こうした中で、公共施設等の建設、維持管理及び運営に民間の有する資金やノウハウを
活用する「ＰＦＩ（Private Finance Initiative：ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ・ﾌｧｲﾅﾝｽ・ｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ）」は、財政負担
の平準化や、民間事業者の新たな事業機会の創出等の効果が期待できることから、社会
資本の整備を促進する有効な手段となっている。
　また、多様化する行政需要に対応するために，民間企業・ＮＰＯ・住民等の多様な主体の
参画・連携を促し、行政と民間との協働により最も効率的に公共サービスの提供を行う、い
わゆる「ＰＰＰ（Public Private Partnership：ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ・ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ・ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ）」の活用も求め
られてきている。
　このため、当町においても先進自治体のＰＦＩ/ＰＰＰ事業の実施状況や法制度の環境整
備状況を踏まえながら制度の調査・研究に取り組む。

平成 29 年度 から

2017

平成 30

③　アクション
　　プラン名

2 ＰＰＰ／ＰＦＩの調査・研究 担当 管財係

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ⑦ 民間活力の活用を検討します 担当課 財政管財課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅰ 財政基盤を強化します 種別
新規 途中追加
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× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

○ Ｂ

・概要版を作成し、ＧＷで庁内へ公表済み。（H30.3.22） ・公共施設等総合管理計画、個別施設計画と併せて
検討する必要あり

H30
(2018)

○ Ｂ

・H29年度に概要版を作成、提供したことで、今後は
公共施設等総合管理計画などのもと、所管課で導入の
検討をしていくことになる。
・事業としては平成30年度で終えるが、財政管財課は
今後も県や国との窓口となり情報収集しながら各課へ
も提供していく。

公共施設等総合管理計画、個別施設計画と実施
計画をすり合わせ、公共施設の更新や統廃合、
大規模改修の計画前にはＰＰＰ・ＰＦＩ導入の
検討が必要である。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

№6

№5

№4

○

№3

○

№2 組織機構改革後の検証、事務改善 ○

№1 次期定員適正化計画に合わせた、組織・機構の検証 － ○ ○

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・継続的な組織・機構の検証と必要に応じた見直しにより、簡素で効率的な行政組織の確立と、新たな行政課題や
変化する行政ニーズに柔軟かつ的確に対応できる仕組みを構築を目指す。

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（有） 令和3年度 変更（無）

・現状の組織・機構の
検証
・必要に応じた組織・
機構の見直し
・次期定員適正化計画
に合わせた、組織・機
構の検証

平成31年4月施行を予
定とする組織機構改革
の検討
・職員提案の募集
・行政経営本部会およ
び幹事会での検討

・新組織機構体制によ
る事務執行、定期的な
検証
・子育て世代包括支援
センター設置に係る組
織機構改革の検討

・新組織機構体制によ
る事務執行

同左

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（有） 令和元年度 変更（有）

年度 まで

2021

29 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　効率的かつ効果的な行政組織の確立と、新たな行政課題や変化する行政ニーズに柔軟
かつ的確に対応できる仕組みを構築するため、継続的に組織・機構の検証を行い、必要
に応じて見直しを図る。
　定員適正化計画に合わせた、組織・機構の検証を行う。

平成 29 年度 から

2017

令和 3

③　アクション
　　プラン名

1 組織・機構の検証、見直し 担当 行政経営係

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ①
定期的に行政組織や職員定数等の見直しを行い
ます

担当課 総務課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅱ 効果的かつ効率的な組織運営を行います 種別
新規 途中追加
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× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

○ Ｂ

環境保健課が主体となり、「子育て世代包括支援センター」
の設立について協議が図られたが、設立に向けた具体的
方針に至らなかった。

次年度も引き続き協議を行い、方向性が決定
次第、組織・機構の検証を実施する。

H30
(2018)

○ Ｂ

政策公約「地域まるごとケア」の環境を整備するため、環境
保健課（健康長寿推進室含む）、介護福祉課（地域包括支
援センター含む）を本庁舎に移転させ、本庁舎1階に福祉
部門をワンフロアに配置した。

福祉部門のワンフロア配置は、住民サービスの
向上・充実をねらいとしている。4半期毎に組織
機構改革の評価・検証を実施し、事務改善に
つなげる必要がある。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題

27



行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

№6

№5

№4 業務量把握に向けた取組みの実施 － ○ ○

10.0 10.0

№3 業務量把握方法の検討 － ○

15 10 5

№2 年次有給休暇取得数（全職員平均・前年年間） 日 7.8 7.6 8.5 9.0

№1 月100時間以上勤務者（年間延べ人数） 人 - 24 20

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・研修受講状況を基礎資料として活用し、市町村アカデミー研修（業務系研修に限る）を受講した職員は、翌年度
の定期人事異動の際に異動させないことを基本とする。

・業務量に見合った職員配置を行うことにより、時間外勤務の従事時間を減少させ、かつ年次有給休暇の取得を促
進しワークライフバランスを推進する。

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（無） 令和3年度 変更（無）

・研修受講状況の整理、
人事異動基礎資料作成

・業務量把握方法の検討

・研修受講状況の整理、
人事異動基礎資料作成

・業務量把握に向けた取
組みの実施

・人事異動基礎資料作成

・業務量を踏まえた人事
配置を実施

・人事異動基礎資料作成

・業務量を踏まえた人事
配置を実施

・人事異動基礎資料作成

・業務量を踏まえた人事
配置を実施

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（無） 令和元年度 変更（無）

年度 まで

2021

29 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　職員の研修状況（市町村アカデミー中心）を踏まえた人事配置を行うため、定期人事異
動の基礎資料として、職員ごとの研修受講記録を作成する。記録の対象は市町村アカデ
ミー等、総務課が参加者を募り派遣する研修とする。

　業務量を踏まえた人事配置を行うために、課ごと、係ごとの業務量を的確に把握する方
法について検討を行う。

平成 29 年度 から

2017

令和 3

③　アクション
　　プラン名

2
業務量の把握、職員の適性等を踏まえた人事配
置

担当 人事係

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ①
定期的に行政組織や職員定数等の見直しを行い
ます

担当課 総務課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅱ 効果的かつ効率的な組織運営を行います 種別
新規 途中追加
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× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

職員各々によって異なるため、業務量を見直しする際は業
務をすべて同じスタンスで捉えるのではなく、町の基本計
画に基づき優先順位をつけて行った方が良い。行政経営
という考え方を役場全体に行き渡らせることで業務改善に
つながる。

各課の業務において組織目標を設定しており、その目標
の中で優先順位をつけている。一概に「特定業務に何名配
置する」ということができないため、引き続き事業事業の精
査（見直し）を進めたうえで適正な人事配置を行う。

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

○ Ｂ

①研修受講履歴を人事異動資料として整理し、市町村ア
カデミー研修等の修了者は異動しない措置を行った。
②総務課長ヒアリングを実施し、各課業務遂行の実態把握
を行った。
③時間外勤務の集計を行い、安全衛生委員会において縮
減に向けた方策を検討している。

　業務量把握に努めたが、未着手や遅延している業
務については実際の業務量が見えにくく把握方法の
確立には至っていない。
　人事評価と総務課長ヒアリングを柱に、業務量の把
握を引き続き行いたい。

H30
(2018)

△ Ｃ

①総務課長ヒアリングを実施し、各課業務遂行の実態把握を行っ
た。
②時間外勤務の集計を行い、安全衛生委員会において縮減に向
けた方策を検討している。
③業務量の把握まで対応できなかった。

①業務量過多による慢性的な人員不足。
②①に伴い、時間外勤務の増加。

③業務量を把握する手法については、その事務を誰
が担当するかで、業務量の多少につながるため、数
値で表すのは難しい面がある。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

№6

№5

№4

60 62

№3 第2次定員適正化計画の作成 － ○ ○

162 164 166

№2 職員数（病院部門） 人 51 51 55 58

№1 職員数（行政部門） 人 155 157 159

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・定員適正化計画に基づく計画的な定員管理。
・真に必要な定員数の把握に努め、必要に応じて定員適正化計画の見直しを行う。

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（無） 令和3年度 変更（無）

・定員適正化計画に基
づく定員管理の実施
・平成31年度からの定
員適正化計画の作成に
向けた検討

・定員適正化計画に基
づく定員管理の実施
・平成31年度以降5年
間を計画とする「第2
次定員適正化計画」の
策定
・第2次定員適正化計
画の策定に伴い、おい
らせ病院の職員定数を
改正

・第2次定員適正化計
画（計画期間：令和元
～令和5年度）に基づ
く定員管理の実施
・第2次定員適正化計
画の見直し

同左 同左

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（有） 令和元年度 変更（有）

年度 まで

2021

29 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　平成26（2014）～30（2018）年度の5か年の定員適正化計画を策定し、計画的に定員
の適正化に努めてきており、現状においても、類似団体及び県内市町村との比較に
おいて定員の適正化が進んでいる状況である。
　平成31(令和元,2019)～令和5（2023）年度を計画期間とする「第2次定員適正化計
画」においても継続して定員管理を行い、必要に応じて定員適正化計画の見直しを行
うなど、適正な定員管理を進める。

平成 29 年度 から

2017

令和 3

③　アクション
　　プラン名

3 適正な定員管理の推進 担当 人事係

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ①
定期的に行政組織や職員定数等の見直しを行い
ます

担当課 総務課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅱ 効果的かつ効率的な組織運営を行います 種別
新規 途中追加
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× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

○ Ｂ

①定員適正化計画：障がい者雇用、運転技能員、職員体
制強化の3点について計画の見直しを行い、第2次見直し
版を策定した。
②第2次定員適正化計画(計画期間：H31～35)：各課業務
ヒアリング内容を踏まえ、職員採用数等の方向性を決定し
た。

第2次定員適正化計画を作成し、定例庁議での
決定を目指す。

H30
(2018)

○ Ｂ

①第2次定員適正化計画を策定し、内容の公表を行っ
た。
②第2次定員適正化計画に掲げる病院部門の職員数
が、町職員定数条例の職員の定数を超えるため、条例
改正を行った。

指定管理者制度導入の進捗状況や、事務事
業の見直しに応じて、第2次定員適正化計
画の内容を見直す必要がある。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

・財政管財課と配置による予算関係の協議を必要とする。

№6

№5

№4

9 7

№3

28 31 30

№2 期限付臨時職員の人数（病院部門：4/2時点） 人 16 16 14 15

№1 期限付臨時職員の人数（行政部門：4/2時点） 人 33 34 36

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・各課の実情に合わせ、臨時職員数の精査と適正な配置を行う。
・会計年任用職員制度導入の準備を行う。

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（無） 令和3年度 変更（無）

・総務課長各課ヒアリン
グ
・年間承認計画各課照会
・更新各課照会

同左 同左 同左 同左

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（無） 令和元年度 変更（無）

年度 まで

2021

29 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　適正かつ効果的な臨時職員の人員配置を行うため、総務課長ヒアリングや年間承認計
画をもとに、臨時職員の総数管理及び配置を行う。 平成 29 年度 から

2017

令和 3

③　アクション
　　プラン名

4 臨時職員の適正な配置 担当 人事係

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ①
定期的に行政組織や職員定数等の見直しを行い
ます

担当課 総務課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅱ 効果的かつ効率的な組織運営を行います 種別
新規 途中追加
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× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

○ Ｂ

ヒアリングや各課照会をプランどおりに取り組んだ。また、急
な退職や業務増などに対して適正な配置を行った。

年々応募人数が減っており、適格な人材の確保が課
題である。

H30
(2018)

○ Ｂ

ヒアリングや各課照会をプランどおりに取り組んだ。また、急
な退職や業務増などに対して適正な配置を行った。

年々応募人数が減っており、適格な人材の確保が課
題である。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

№6

№5

№4

№3

○ ○ ○

№2 時差出勤制度等の検討 － ○

№1 再任用職員採用の実施 － ○ ○

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・再任用職員採用の募集、採用により、年金制度改正による年金を受け取れない時期を雇用と年金の接続により支
える。
・職員の多様な働き方を検討し、職員の健康保持、時間外勤務の縮減及びワーク・ライフ・バランス（仕事と生活
の調和）を推進を図る。

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（無） 令和3年度 変更（無）

・再任用職員採用の募
集、採用
・職員の多様な働き方の
検討

同左 同左 同左 同左

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（無） 令和元年度 変更（無）

年度 まで

2021

29 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　職員の多様な働き方の一環として、平成28年度に再任用職員の採用について要綱等を
整備し、平成29年4月からの採用開始に向けた募集を行っているところであり、今後、毎年
度再任用職員の募集を行うところである。
　上記以外にも職員の多様な働き方（時差出勤制度等）の運用については、今後も検討を
行う。

平成 29 年度 から

2017

令和 3

③　アクション
　　プラン名

5 職員の多様な働き方の検討 担当 人事係

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ①
定期的に行政組織や職員定数等の見直しを行い
ます

担当課 総務課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅱ 効果的かつ効率的な組織運営を行います 種別
新規 途中追加
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× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

○ Ｂ

①29年度から再任用職員を６名配置した。内訳としてはフ
ルタイム５名、短時間勤務１名。
②時差出勤制度については未検討となったが、先に「高齢
者部分休業」、「修学休業」、「配偶者同行休業」の制度を
整備した。

　短時間勤務再任用について２形態（「フル×週３日
勤務」と「６時間×週５日勤務」）を用意したが、週３日
勤務の場合勤務の中断が多く、再任用の知識経験
を活かしきれていない。

H30
(2018)

○ Ｂ

①再任用職員11名を配置。

②時差出勤制度については進展なし。

①前年度の課題を踏まえ、31年度から「週５日/６時
間勤務」と制度を改め、再任用職員が経験を活かせ
るような就業体制を整備した。
②課題は無いが、時差出勤は労働環境の多様性を
必要とする労働者側である職員組合からの要求を根
拠としたいが、組合側からの要求がないため、現時点
でどういった部分から取り掛かればよいか判断に迷

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

№6

№5

№4

№3

○ ○ ○

№2

№1 国・県に準じた給与制度の見直し － ○ ○

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・住民の理解が得られるよう、国家公務員等準拠の原則を踏まえ、人事院等の勧告に準じるとともに、国・県の動
向や当町の財政状況等を踏まえた給与制度の見直しを行い、適正化を推進する。

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（無） 令和3年度 変更（無）

・人事院勧告、国・県の
動向及び町の財政状況等
を踏まえた給与制度の見
直し。

同左 同左 同左 同左

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（無） 令和元年度 変更（無）

年度 まで

2021

29 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　職員の給与については、これまでも人事院や青森県人事委員会の勧告等に準じて改正
を行い、適正化に努めてきているところである。
　今後とも住民の理解が得られるよう、国家公務員等準拠の原則を踏まえ、人事院等の勧
告に準じるとともに、国・県の動向や町の財政状況等を踏まえた給与制度の見直しを行
い、適正化を推進する。

平成 29 年度 から

2017

令和 3

③　アクション
　　プラン名

6 職員給与の適正化 担当 人事係

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ①
定期的に行政組織や職員定数等の見直しを行い
ます

担当課 総務課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅱ 効果的かつ効率的な組織運営を行います 種別
新規 途中追加
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× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

○ Ｂ

平成29年度の人事院、青森県人事委員会勧告に準じて改
正を行い、適正化に努めた。

今後も、国、県の動向を注視し、給与の適正化に努
める。

H30
(2018)

○ Ｂ

平成30年度の人事院、青森県人事委員会勧告に準じて改
正を行い、適正化に努めた。

今後も、国、県の動向を注視し、給与の適正化に努
める。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

№6

№5

100.0

№4 人事評価制度の対象職員割合（病院） ％ 5.9 6.0 5.9 90.0 90.0 90.0

90.0 90.0

№3 人事評価制度の対象職員割合（役場） ％ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

90.0 90.0 90.0

№2 個人業務目標の平均達成率（Ｔ３以上） ％ - 95.0 90.0 90.0

№1 組織目標の達成率 ％ - 91.0 90.0

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・平成33年度までに組織目標の達成率を９０％とする
・個人業務目標について、平成33年度までに対象職員の９割が目標を達成できるようにする（Ｔ３以上）
・業務達成の結果を給与等処遇に反映させ、職員が高いモチベーションを持って業務に取組めるようにする

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（無） 令和3年度 変更（無）

・適切な進捗管理を行う
・評価者研修へ派遣する
・前年度の人事評価結果
を昇給等処遇に反映させ
る
・制度の課題事項等につ
いて改善する
・業務目標達成に向けた
適切なフォローアップの
推進

・適切な進捗管理を行う
・新評価者向けの説明会
を行う
・前年度の人事評価結果
を昇給等処遇に反映させ
る
・制度の課題事項等につ
いて改善する
・対象職種拡大の検討を
する
・業務目標達成に向けた
適切なフォローアップの
推進

同左 同左 同左

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（有） 令和元年度 変更（無）

年度 まで

2021

29 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

・平成28年度から実施している人事評価制度を有効に機能させるため、ヒアリング、制度の
進捗管理、課題事項の改善を行う。
・新たに評価者となる所属長に対し、青森県等で実施する職員研修を受講させる。
・人事評価の結果を給与へ反映させる。
・人事評価の対象職種を拡大する。
・所属長等にあっては、業務ヒアリング等を通じて、部下の業務目標達成に向けた適切な
フォローアップを行うよう推進する。

平成 29 年度 から

2017

令和 3

③　アクション
　　プラン名

1 人事評価制度の実施 担当 人事係

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ② 業務目標を達成する組織風土を醸成します 担当課 総務課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅱ 効果的かつ効率的な組織運営を行います 種別
新規 途中追加
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× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

◎ Ａ

①年３回（期首、中間、期末）の総務課ヒアリングを行い、全庁的
な調整と着実な進捗を図った。
②昇格した新評価者について、評価者研修（町村会実施）に派遣
した。
③当町の実態を踏まえ、職務遂行能力の向上を図るため能力評
価の全面見直しを検討した。

　総務課ヒアリングは、所属長とのコミュニケーション
（課題の把握、着実な進捗）及び課員の実態把握に
非常に有効だが、相当の労力が必要。評価対象を拡
大するにあたり、手法を見直す必要に迫られる可能
性がある。

H30
(2018)

○ Ｂ

①組織目標、課長業績目標ヒア、担当者業績評価ヒア、評価ヒア
を行うことで、全庁的な調整と着実な進捗を図った。また、副町長
がヒアリングに入ることで、客観的視点からの調整が可能となっ
た。
②課長に昇格した新評価者について、説明会を実施した。
③当町の実態を踏まえ、職務遂行能力の向上を図るため能力評
価の全面見直しを検討したが、実施に至らなかった。

　複数課にまたがる事業のレベル設定に一定のルー
ルが必要である。
　

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

№6

№5

№4

№3 職場ミーティングの充実に係る取組実施 －

№2 職場ミーティングの充実に係る取組みの検討 － ○

№1 職場ミーティングの実施状況調査 － ○

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・職場ミーティングの充実に係る取組みの実施、あいさつ運動の実施などのコミュニケーションの活性化を促す制
度を整備し、課題等を共有できる職場の環境づくりを推進する。

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（有） 令和3年度 変更（有）

・職場ミーティングの実
施状況調査
・あいさつ運動の実施

・職場ミーティングの充
実に係る取組みの検討
・あいさつ運動の実施

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（無） 令和元年度 変更（有）

年度 まで

2021

29 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　職員間のコミュニケーションを活性化していくためには、組織の目標等を共有したうえで、
相互啓発的な雰囲気を築けるような体制を構築する必要があると考えられることから、町人
財育成基本方針に基づき、職場ミーティングの充実やあいさつ運動の推進などの、上司・
部下・同僚のコミュニケーションの活性化を促す制度を整備し、課題等を共有できる職場の
環境づくりを推進する。

平成 29 年度 から

2017

平成 30

③　アクション
　　プラン名

2
職員間のコミュニケーションの活性化による課
題等の共有

担当 人事係

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ② 業務目標を達成する組織風土を醸成します 担当課 総務課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅱ 効果的かつ効率的な組織運営を行います 種別
新規 途中追加
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× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

○ Ｂ

「職員間のコミュニケーションの活性化による課題等の共
有」のために必要な職場ミーティングの実施・充実について
検討した。

今回の意見を基に職場ミーティングの定義や実施方
法等について検討が必要である。

H30
(2018)

○ Ｂ

「職員間のコミュニケーションの活性化による課題等
の共有」のために必要な職場ミーティングの実施・充
実について検討した。

検討を進める中で、各課の状況（人数や業
務内容など）が異なり一律の実施が難しい
ことが分かったため、今後の実施は各課判
断として、平成30年度をもって本取組は終
了とする。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

・現行の「おいらせ町職員提案制度実施要綱」の見直しは、職員提案審査会で検討する。

№6

№5

№4

№3

7 10 10

№2

№1 職員提案数 件 1 5 8

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・職員提案制度の見直しについて検討を行い、「おいらせ町職員提案制度実施要綱」の改正を行う。
・新たな実施要綱に基づく職員提案制度について、平成30年度からの実施を目指す。
・制度の実施状況を踏まえて、随時改善の検討を行う。

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（無） 令和3年度 変更（無）

・職員提案制度の見直し
についての検討
・検討結果を基づいた
「おいらせ町職員提案制
度実施要綱」の改正

・新たな実施要綱に基づ
く職員提案制度の実施
・実施状況を踏まえた、
改善の検討

同左 同左 同左

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（無） 令和元年度 変更（無）

年度 まで

2021

29 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　職員提案制度については、近年提案件数が少なくなっていることもあり、制度自体が有
効に機能していないと思われるため、職員が感じている問題点やアイデアを提案すること
による、事務の効率化と住民サービスの向上及び職員の事務事業改善に対する意欲の向
上を図るためにも、制度の見直しについて検討を行い、検討結果を基に「おいらせ町職員
提案制度実施要綱」を改正する。
　要綱改正後は、新たな実施要綱に基づいた職員提案制度の実施を行うとともに、実施状
況を踏まえた、改善の検討を行う。

平成 29 年度 から

2017

令和 3

③　アクション
　　プラン名

1 職員提案制度の見直し 担当 行政経営係

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ③ 業務改善・効率向上に係る取組みを行います 担当課 総務課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅱ 効果的かつ効率的な組織運営を行います 種別
新規 途中追加
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× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

○ Ｂ

審査の上、職員提案件数5件(提案者4人)を努力賞とした。 提案はあるものの、なかなか採用に至らないた
め、審査基準の見直し等を検討する。

H30
(2018)

○ Ｂ

職員の業務改善に対する意欲を高め、改善を意識した活動が全
庁的に広がる仕組みづくりを目指すため、制度の見直しを行っ
た。
主な見直し点／①提案審査方法の変更（希望に応じプレゼン
テーションを実施）、②各種様式の変更・追加、③表彰の公開、④
提案の検討及び実施（検討結果の報告）

制度見直しの結果、提案件数8件（自由提案7件、実
績提案1件）と昨年度の応募件数を上回った。審査
会では、プレゼンテーションによる説明を2人が行っ
ている。また、審査結果に基づき、担当課での採用を
検討した結果、翌年度からの事業反映につながって
いる。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

事務事業評価の実施にあたり、総務課（事務処理改善、定員管理担当課）、政策推進課（事業評価）、財政管財課
（財政的評価、補助金評価）の役割体制で推進することとしている。

№6

№5

№4

○ ○

№3

○ ○ ○

№2 事務事業評価の実施 ○

№1 事務改善の検討 － ○ ○ ○

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・行政経営幹事会による定期的な事務改善の検討を行い、行政経営計画で掲げた目標である「住民サービスの向上
を続ける行政経営」を目指す。

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（無） 令和3年度 変更（無）

・行政経営幹事会による
定期的な事務改善の検討

同左 ・事務事業の効果把握、
分析、見直し及び改善・
反映を行う事務事業評価
を実施する。

同左 同左

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（無） 令和元年度 変更（有）

年度 まで

2021

29 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　事務改善について、行政経営計画で掲げた目標である「住民サービスの向上を続ける行
政経営」を目指し、課長補佐級職員で構成された行政経営幹事会による定期的な検討を
行う。

平成 29 年度 から

2017

令和 3

③　アクション
　　プラン名

2 事務改善に向けた定期的な検討 担当 行政経営係

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ③ 業務改善・効率向上に係る取組みを行います 担当課 総務課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅱ 効果的かつ効率的な組織運営を行います 種別
新規 途中追加
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× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

◎ Ａ

変更した事務事業は以下のとおり。
①開庁時間の見直し（8:00～18:00⇒8:00～17:15）
②事務引継書様式の作成（総務課で様式作成）
③社会保障・税番号制度に関する事務（企画財政課⇒総
合調整等：総務課、個人番号カード発行等：町民課）
④特別児童扶養手当（町民課⇒介護福祉課）

引き続き事務改善を検討する

H30
(2018)

○ Ｂ

ＤＶ相談に関する所管課が複数に分かれるため、ＤＶ
相談担当課の変更について検討した。
⇒結論として、平成30年度に組織機構改革により福祉
部門（町民課・環境保健課・介護福祉課）がワンフロ
アに配置されるため所管課変更は行わないこととし
た。

次年度から福祉部門がワンフロアに配置さ
れるため、引き続き検討を行う。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

・庁内研修「行政運営基礎研修」では、研修科目に精通した職員を講師として実施しているため、企画内容への理
解が求められる。また、年間の研修計画策定に当たっては、職員からの意見が必要不可欠である。

№6

№5

№4

5 5

№3

300 300 300

№2 自主研修支援事業申請者 人 - 5 4 5

№1 職員研修受講者（延べ） 人 - 483 333

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・人事制度・研修制度・職場の環境づくりの各分野が相互に連携する「トータル人事システム」の構築を目指す。

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（無） 令和3年度 変更（無）

・町職員研修実施計画の
体系に基いた研修を実施
する。
①自主研修
②職場内研修
③職場外研修
・年間の研修計画にあ
たっては、職員ニーズを
調査し、策定する。

同左 同左 同左 同左

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（無） 令和元年度 変更（無）

年度 まで

2021

29 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　職員研修実施計画等に基づき、職員の意識改革・資質向上が効果的に図られるよう「職
員研修実施計画」の研修体系に基づき、３つの研修を実施する。
①自主研修
　自己啓発
②職場内研修
　外部講師研修（意識改革、資質向上）、庁内研修、ｅラーニング研修、新採用研修
③職場外研修
　自治研修所、市町村及び国際文化アカデミー、電源地域振興センター、日本下水道事
業団など専門研修機関への派遣研修

平成 29 年度 から

2017

令和 3

③　アクション
　　プラン名

1 職員の意識改革・資質向上を促す研修の実施 担当 人事係　成田　石栄

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ④ 職員の意識改革を促し、資質向上を図ります 担当課 総務課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅱ 効果的かつ効率的な組織運営を行います 種別
新規 途中追加
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× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

○ Ｂ

・実務に精通した職員を講師とした職場内研修及び専門的
知識と手法を習得するための外部講師研修を実施。
・自主研修支援事業の周知及び実施。

3か年計画研修（27年度～29年度）の終了に伴
い、研修受講者が減少することが考えられるた
め、受講者数をキープするような環境づくりが必
要である。
31年度以降研修内容の見直しを行う。

H30
(2018)

○ Ｂ

・実務に精通した職員を講師とした職場内研修及び専門的
知識と手法を習得するための外部講師研修を実施。
・自主研修支援事業の周知及び実施。
・31年度の研修内容見直しにより、新たに3か年計画研修
（ｹﾞｰﾄｷｰﾊﾟｰ養成講座）を設定した。

H29➔H30で受講者数が大きく減少した。
令和2年度研修計画策定の際には、各所属か
ら取りまとめた結果により、要望が多い科目を1
科目取り入れ、受講者数の維持を図る。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

・全職員を対象とした評価方法の説明

№6

№5

№4

30 30

№3

5 - -

№2 事務事業評価件数 事業 　 　

№1 評価検証事業数（まちひとしごと創生評価） 事業 8 5 5

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・限られた財源の中で総合計画に基づく施策の着実な推進を図るとともに、町民の評価作業への参画と結果の公表
により、町政推進の基本的な考え方である町民と行政の協働のまちづくりを推進する。
・外部評価を行うことでPlan（計画策定）→Do（実施）→Check（確認）→Action（見直し）のサイクルの考え方を
定着させ、町民満足度の向上や経営視点からの継続した見直しを図り、効率的かつ効果的な行政運営を推進する。

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（有） 令和3年度 変更（有）

・自己評価（庁内評価）
及び第三者機関（行政経
営推進委員会）による評
価・検証方法の決定

まち・ひと・しごと創生
（地方創生）の仕組みの
中で、自己評価（庁内評
価）作業の実施、及び第
3者機関（地方創生戦略
会議検証部会）による評
価検証の実施。

同左 ・事務事業評価を実施
内部評価及び外部評価
（第三者機関）による評
価・検証を実施

同左

平成29年度 変更（無） 平成30年度 変更（無） 令和元年度 変更（無）

年度 まで

2021

29 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間
【平成29年度から平成31(令和元)年度まで】
　実施計画事業を対象に、定期的に第三者機関（行政経営推進委員会を想定）による評価・検証作
業を行い見直しに反映させる。（第三者機関の評価・検証にあたっては、庁内評価を経て実施する。
また、公平性・公正性の確保のため、対象事業の利害関係者自らが評価に関与しないよう調整する。
　なお、平成27年度策定済みのまち・ひと・しごと創生（地方創生）総合戦略において戦略
会議検証部会（外部委員組織）よる評価検証を行っており、評価対象施策も総合計画実施計
画と重複する部分が大きいことから、現地方創生総合戦略推進期間である平成31年度までは
地方創生制度上の評価検証を代替運用として取り扱う。
【令和2年度以降】令和元年度から、政策推進課を中心に事務事業見直しを新たに実施して
いる。全事務事業を対象に調書を作成し、内部評価・外部評価（第三者機関）による評価・
検証を行う。令和元年度は試行的に一部事業を対象に実施したため、令和2年度から本アク
ションプランに位置づけし、取組を行う。

平成 29 年度 から

2017

令和 3

③　アクション
　　プラン名

1
事務事業を対象とした第三者機関による評価・
検証

担当 政策推進係

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ① 外部委員による事務事業の評価を行います 担当課 政策推進課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅲ 事務事業の検証と選択・集中を推進します 種別
新規 途中追加
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× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

○ Ｂ

・自己評価（庁内評価）及び第三者機関（行政経営推進委
員会）による評価・検証方法については、委員会に方法を
提示したものの継続審議となった。
・自己評価（庁内評価）作業については、まち・ひと・しごと
創生総合戦略会議検証部会（外部委員組織）での評価・
検証対象事業について実施した。

まち・ひと・しごと創生（地方創生）の仕組みの
中で戦略会議検証部会（外部委員組織）よる評
価検証を行っており、評価対象施策も総合計画
実施計画と重複する部分が大きいことから、現
地方創生総合戦略推進期間である平成31年度
までは地方創生制度上の評価検証を代替運用

H30
(2018)

○ Ｂ

・自己評価（庁内評価）作業については、まち・ひ
と・しごと創生総合戦略会議検証部会（外部委員組
織）での評価・検証対象事業について実施した。

実施計画事業を対象とした第三者機関による
評価・検証について、まち・ひと・しごと創生（地
方創生）の仕組みの中でＲ１年度まで代替運用
するが、その後の方針が定まっていないためＲ
１年度において検討する必要がある。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

　検証に当たっては、各システムを利用している原課の協力が必要不可欠である。

№6

№5

№4

○ ○

№3

○

№2 各システムの検証 ○

№1 各システムにおける検証方法の作成 - ○

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・各システムの導入後に検証を実施し、システム導入の必要性を見直す。
・平成30年度令和元年度にシステムの検証方法を作成[達成指標や目標値は検証方法の決定後に作成する]

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（有） 令和3年度 変更（無）

・各システムにおける検
証方法の検討

・検証するための項目
①操作性（誰もが利用で
きる）
②効率性（手作業と比
較）
など

・各システムにおける検
証方法の作成

・検証方法の決定
・各システムの検証

・各システムの検証 同左

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（無） 令和元年度 変更（有）

年度 まで

2021

29 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　電算システムは、住民サービスの観点や職員の利便性向上、人件費の削減など
様々な要因により判断することになるため、単純に数値のみでの評価は困難であ
る。
　一方で、国では自治体クラウドの導入を推進しており、令和5年度末までにクラ
ウド導入団体数を1,600団体とする目標を掲げている。
　このことから、将来的に自治体クラウドへの移行を見据えた取り組みを行うも
のである。

平成 29 年度 から

2017

令和 3

③　アクション
　　プラン名

1 電算システムの検証 担当 情報政策係

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ② 電算システム導入後の検証を行います 担当課 政策推進課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅲ 事務事業の検証と選択・集中を推進します 種別
新規 途中追加
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× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

国では自治体クラウドの導入を推進しているようだ
が、共同クラウドによる運用も視野に入れてはどう
か。他市町村の電算コストやクラウドの導入状況を分
析しながら進めていただきたい。

平成３１年度にリース機器を入れ替える予定である
が、次期リースまでにクラウド導入できるように調
査・研究を進める予定である。

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

× Ｃ

未実施 検証方法の検討を行うにあたり、他自治体や企
業の取り組み事例を調査する必要がある。

H30
(2018)

○ Ｂ

課内で検証方法の検討を行った。 検証にあたっては、事務事業整理やマイナ
ンバー制度等に絡んでくるため、実施方法
や原課の協力など調整が必要である。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

№6

№5

№4

○ ○

№3

○ ○ ○

№2 調査結果に基づいた会議運営の効率化の検討 － ○ ○

№1 附属機関、庁内会議の実施状況調査 － ○

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・附属機関、庁内会議の実施状況について調査を行うことによる実施状況の把握。
・調査結果に基づいて検討を行い、会議運営の効率化を図る。

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（無） 令和3年度 変更（無）

・附属機関、庁内会議の
実施状況調査
・調査結果に基づいた会
議運営の効率化の検討

同左 同左 同左 同左

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（無） 令和元年度 変更（無）

年度 まで

2021

29 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　附属機関、庁内会議について、各課へ実施状況（実施の有無、会議での検討内容等）に
ついて調査を行い実施状況の把握に努める。
　調査結果を基に実施されていないものや内容が類似・関連するものの統廃合及び会議
運営の効率化に向けた取組み（会議の終了時間を設定する等）について検討を行う。

平成 29 年度 から

2017

令和 3

③　アクション
　　プラン名

1
附属機関、庁内会議の調査と効率的な会議運営
の検討

担当 行政係

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ③ 効率的な会議運営を推進します 担当課 総務課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅲ 事務事業の検証と選択・集中を推進します 種別
新規 途中追加
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× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

調査結果をどのように活用していくのかが問われる。
進め方の方向性は良いが、会議の質を落とさずに統廃
合し、効率化を図ってほしい。

現在設置している庁内会議の検討内容を調査し、類似
もしくは定期開催されていない等を確認、庁内会議の
質を落とさないよう業務効率を図る。

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

× Ｃ

未着手 早急に調査・検討を行う

H30
(2018)

○ Ｂ

・附属機関、庁内会議の実施状況調査依頼(H30.7.17)
・総務課内協議(H30.12.27)
・実施調査結果通知及び担当課方針照会(H31.1.9)

実施状況調査結果と担当課方針をもとに、
例規改廃作業を行う必要がある。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

・担当課とともに補助金の検証、見直し行う。

№6

№5

№4

№3

№2 検証シートによる検証、見直し － ○

№1 補助金等適正化検証シート様式作成 － ○

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・町補助金の適正化（効果的な補助）

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（有） 令和3年度 変更（有）

・補助金等適正化検証
シート様式作成

・検証シートによる検
証、見直し

・検証シートによる検
証、見直し

・検証シートによる検
証、見直し

平成29年度 変更（無） 平成30年度 変更（無） 令和元年度 変更（無）

年度 まで

2021

30 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　平成26年8月、町補助金等評価委員会において町補助金等について調査及び審査を行
い補助金等評価結果報告書をまとめた。この報告書では８項目にわたる補助金全体の構
造的な問題点と改善の方向性について提言があった。
　この提言を踏まえ、当面の間、評価委員会を開催することなく、「団体及び事業が自立・
自助できる仕組みが内包された制度の構築」を目指す。
　補助金毎に「補助金等適正化検証シート」を作成し、担当課とともに公益性・
公平性・有効性について５年毎に検証し見直しを図っていく。

平成 30 年度 から

2017

令和 3

③　アクション
　　プラン名

1 補助金等適正化検証シートによる検証・見直し 担当 管財係

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ④ 町補助金の適正化を推進します 担当課 財政管財課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅲ 事務事業の検証と選択・集中を推進します 種別
新規 途中追加
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× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

平成30年度から開始する

H30
(2018)

○ Ｂ 検証シート様式作成

補助金事業内容によっては、検証指標、検
証内容項目どおりの評価にならないものも
あるため、適宜様式を修正していく必要が
ある。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

○

⑨　関係課との連携

・ルールについては、総務課と議会事務局が中心となって検討を行う。
・検討されたルールについては、町議会に確認を行い決定する。
・議会活動の情報発信の現状分析については、議会事務局から情報提供してもらいながら行う。
・新たな情報発信手法の研究については、議会事務局と連携して行う。

○ ○

№6 新たな情報発信手法の実施 －

№5 新たな情報発信手法の研究 －

○

№4 議会活動の情報発信の現状分析 － ○

№3 ルールの運用 － ○ ○

○

№2 町議会への確認 － ○

№1 町議会と行政の協働に向けたルールの検討 － ○

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・町議会と行政の協働による政策形成の推進に向けたルールについて検討を行い、町議会の確認を経て決定し、平
成３１年度からの運用開始を目指す。
・ルールが決定し運用開始したら、ルール運用の推進に向けた取組みを行う。
・町議会と行政が、町民に開かれた議会運営をさらに推進するため、現状の議会傍聴や議会広報などによる情報発
信にとどまらず、さらなる手法を検討し、令和３年度から新たな取り組みの実施を目指す。

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（無） 令和3年度 変更（無）

・町議会と行政の協働に
よる政策形成の推進に向
けたルールの検討

・町議会と行政の協働に
よる政策形成の推進に向
けたルールの検討
・検討されたルールにつ
いて町議会へ確認し決定

・町議会と行政の協働に
よる政策形成の推進に向
けたルールの運用開始
・ルールの運用推進に向
けた取組

・ルールの運用推進に向
けた取組
・議会活動の情報発信の
現状分析
・現状分析結果による今
後の取り組みの研究

・現状分析結果による今
後の取り組みの研究
・新たな情報発信の手法
の実施

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（無） 令和元年度 変更（無）

年度 まで

2021

30 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　町議会と行政の協働による政策の形成を推進するため、現在、担当部署レベルで実施の
判断を行っている議会の常任委員会の活用等について、ルールを検討する。
　町議会と行政が、町民に開かれた議会運営をさらに推進するため、各種施策や取り組み
に対する町民への説明責任を果たす仕組みとして、現状の議会傍聴や議会広報などによ
る情報発信にとどまらず、さらなる新しい手法を検討する。

平成 30 年度 から

2017

令和 3

③　アクション
　　プラン名

1
町議会と行政の協働による政策の形成の推進
町民に開かれた議会運営のさらなる推進

担当 行政係・事務局

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ① 町議会との協働を推進します 担当課 総務課・議会事務局

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅳ 住民・議会・行政との協働を推進します 種別
新規 途中追加
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× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

町のビジョン・問題意識・情報共有をすることは経営の視点
から重要なことである。政策公約の進捗や町の財政状況
等、町民の関心が高まることから、町議会議員との情報共
有をさらに図っていただきい。また、町のホームページを活
用し、町民にも積極的に情報を公開していただきたい。

議会とのさらなる情報共有・政策形成のために、「常任委員
会→全員協議会→本会議」のサイクルを確立する必要があ
る。また、町民への情報公開の手法を検討する必要があ
る。

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

議会の運用の仕方について、他市町村の事例を議会に
情報提供することは必要である。計画の進め方につい
ては、担当課に一任する。

「常任委員会→全員協議会→本会議」というサイクル
に基づく行政と議会間の説明・協議をルール化するこ
とを議会に説明、確認を得て、協働による政策形成の
推進に向けたルールを確立する。

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

× Ｃ

未着手 早急に検討を行う

H30
(2018)

× Ｃ

未着手
　他自治体議会での運営事例を調査・説明したが、議
員の任期が残り少なくなったため、新議会において調
査検討を引き続き行うこととなった。

早急に検討を行う

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

フェイスブックへの投稿は基本的に各課で行うものであるため、定期的に活用を呼びかけていく必要がある

№6

№5

№4 町公式ツイッター（おいらせ町役場）フォロワー数 件 157 100 150 200

250 300

№3 町公式ツイッター（おいらせ町役場）の開設 実施 ○

№2 町公式Facebook（おいらせ町役場）いいね数 件 50 268 366 200

№1 町公式Facebook（おいらせ町役場）開設 実施 ○

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・町公式ＳＮＳを開設し、投稿記事を増やす。また、多くのファン（「いいね！」をしてくれた方）を獲得し、町
の情報を積極的に発信する。

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（無） 令和3年度 変更（無）

・町公式ＳＮＳへの投稿
記事を増やす
・積極的な投稿により
ファン（「いいね！」を
してくれた方）を獲得す
る。

同左 同左 同左 同左

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（有） 令和元年度 変更（無）

年度 まで

2021

29 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　ソーシャルメディア運用要綱に基づく、ＳＮＳ（Facebook）の活用を推進する。

平成 29 年度 から

2017

令和 3

③　アクション
　　プラン名

1 ＳＮＳ（ｿｰｼｬﾙﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ）活用の推進 担当 広報広聴係

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ②
積極的な情報公開を推進し情報の共有を図りま
す

担当課 総務課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅳ 住民・議会・行政との協働を推進します 種別
新規 途中追加
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× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

○ Ｂ

・毎月2～3件程度、広報取材に伴うフェイスブック記事を投
稿した
・29年8月に、各課に対するフェイスブックを活用した情報
発信の呼びかけを行った
・投稿ガイドラインを改正

・フェイスブックの活用状況について、所属ごと
にばらつきがある
・全ての所属でフェイスブックを活用していける
ように、今後とも積極的な情報発信を呼びかけ
ていく必要がある

H30
(2018)

○ Ｂ

・毎月2～3件程度、広報取材に伴うフェイスブック記
事を投稿した
・30年5月に、各課に対するフェイスブックを活用し
た情報発信の呼びかけを行った
・30年7月にツイッターの運用を開始した

・今後も各課でのフェイスブック活用を、
職員研修等で呼びかけることが必要であ
る。
・ツイッターの有効的な活用方法について
も検討する。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

・魅力あるコンテンツの作成と、アクセシビリティに留意したコンテンツ作成が求められるため、各所属の情報化
担当者との連携が必要不可欠である。

№6

№5

№4

№3

1,000 1,000 1,000

№2

№1 ホームページ年間アクセス件数 千 - 1,009 1,022

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・ホームページの利点を最大限に生かした情報発信を行うため、①SNS社会に対応できるサイト構築、②タイムリー
に情報発信できる組織体系、③総務省が自治体に求めるアクセシビリティに留意したサイト運営を目指す。

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（無） 令和3年度 変更（無）

・ホームページの保守・
運用
・リニューアルに向けた
検討
・アクセシビリティ研修
会の実施

同左 同左 同左 同左

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（無） 令和元年度 変更（無）

年度 まで

2021

30 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　ホームページの利点を最大限に生かした情報発信を行うためには、①SNS社会に対応で
きるサイト構築、②タイムリーに情報発信できる組織体系、③総務省が自治体に求めるアク
セシビリティに留意したサイト運営が必要である。
　特に、2016年3月に改定された総務省「みんなの公共サイト運用ガイドライン」では、2017
年度末までに高齢者や障がい者に配慮したホームページの作成が義務付けられているた
め、現在公開されているページについても早急な改善が必要である。

平成 29 年度 から

2017

令和 3

③　アクション
　　プラン名

2 公式ホームページの運用状況の検証・見直し 担当 広報広聴係　成田　石栄

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ②
積極的な情報公開を推進し情報の共有を図りま
す

担当課 総務課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅳ 住民・議会・行政との協働を推進します 種別
新規 途中追加
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× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

◎ Ａ

・町ホームページ運営委員会の設置
・ホームページ管理運営要綱の策定
・おいらせ病院のホームページ及び町立図書館ホーム
ページのリニューアルを行った。

ホームページ担当者だけではアクセシビリティ
に問題があるコンテンツの修正が困難であるた
め、各所属の情報化担当者及びホームページ
運営委員と連携し、修正対応していくことが必
要である。

H30
(2018)

◎ Ａ

・ホームページ作成の際の留意点等についての研修実
施
・アクセリビリティ試験結果で問題のあるページの修
正
（ホームページ運営委員会で、どのようなものが問題
があるかを周知し、今回問題のあるページと診断され

・アクセシビリティに問題があるページ
は、他にも多くあるため、継続して修正を
行う。
・公共施設の利用に関するページ（利用状
況含む）がないものがあるため、施設担当
職員と協力して整備する。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

№6

№5

№4

№3

○ ○ ○

№2

№1 附属機関委員の公募状況等調査 － ○ 未実施 ○

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・自治推進委員会による、自治基本条例運用状況調査において公募状況を調査し、必要に応じて提言等を行う取組
を継続していく。

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（無） 令和3年度 変更（無）

隔年での調査のため未実
施

・自治推進委員会によ
る、自治基本条例運用状
況調査において公募状況
の調査を行う。

同左 同左 同左

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（有） 令和元年度 変更（無）

年度 まで

2021

30 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　自治基本条例第32条は審議会等の附属機関における委員の公募を定め、担当各課に
おいても従来から各種計画や条例等について、検討段階から住民との対話による施策の
形成を行うために、附属機関の委員を町民から公募しているところである。
　自治推進委員会では今後もその取り込みを推進するために、毎年公募状況を調査し、必
要に応じて提言等を行っており今後も継続するものである。

平成 29 年度 から

2017

令和 3

③　アクション
　　プラン名

1 附属機関委員の公募による住民との対話の推進 担当 まちづくり推進係

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ③ 町政への住民参画を推進します 担当課 まちづくり防災課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅳ 住民・議会・行政との協働を推進します 種別
新規 途中追加
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× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

数ある委員会等の中には、公募委員から意見を聴くべ
きものも存在すると思う。どのように応募そのものを
推進していくかどうかも併せて検討をしてほしい。

公募委員から意見を聞くべきもの及び応募の推進につ
いて、自治推進委員会内で検討し、公募状況調査後の
提言等に反映させる

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

○ Ｂ

自治基本条例運用状況調査において、前年度分の公募
状況の調査を行った。

年度末に作成予定の検証結果に反映し、次年
度以降の調査や提言に活用していく。

R02
(2020)

H29
(2017)

× Ｃ

隔年で過去2年分の公募状況を調査するため、未実施 平成30年度は過去2年分の公募状況を調査
し、平成31年度以降は毎年調査を行う予定

H30
(2018)

○ Ｂ

自治基本条例運用状況調査において、過去2年分の公募
状況の調査を行った。

年度末に作成した検証結果に反映し、次年度
以降の調査や提言に活用していく。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

№6

№5

№4

№3

○ ○ ○

№2

№1 懇談会、公聴会等の開催状況等調査 － ○ ○ ○

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・自治推進委員会による、自治基本条例運用状況調査において懇談会や公聴会等の開催状況を調査し、必要に応じ
て提言等を行う取組を継続していく。

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（無） 令和3年度 変更（無）

・自治推進委員会によ
る、自治基本条例運用状
況調査において懇談会や
公聴会等の開催状況の調
査を行う。

同左 同左 同左 同左

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（無） 令和元年度 変更（無）

年度 まで

2021

30 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　自治基本条例第33条第1項は、直接対話による住民の行政への参加の保障を定め、担
当各課においても従来から各種計画や条例等について、検討段階から住民と相互理解の
うえで施策の形成を行うために、懇談会や公聴会等を開催しているところである。
　自治推進委員会では今後もその取り込みを推進するために、毎年それらの開催状況の
調査し、必要に応じて提言等を行っており今後も継続するものである。

平成 29 年度 から

2017

令和 3

③　アクション
　　プラン名

2
懇談会、公聴会等の開催による住民との対話の
推進

担当 まちづくり推進係

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ③ 町政への住民参画を推進します 担当課 まちづくり防災課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅳ 住民・議会・行政との協働を推進します 種別
新規 途中追加
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× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

○ Ｂ

自治基本条例運用状況調査において、懇談会や公聴会
の開催状況の調査を行った。

年度末に作成予定の検証結果に反映し、次年
度以降の調査や提言に活用していく。

R02
(2020)

H29
(2017)

○ Ｂ

自治基本条例運用状況調査において、懇談会や公聴会
の開催状況の調査を行った。

年度末に作成予定の検証結果に反映し、次年
度以降の調査や提言に活用していく。

H30
(2018)

○ Ｂ

自治基本条例運用状況調査において、懇談会や公聴会
の開催状況の調査を行った。

年度末に作成した検証結果に反映し、次年度
以降の調査や提言に活用していく。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

№6

№5

○

№4 生涯学習フェスティバル出展 - - ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

№3 会議の場での情報提供 - - ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

№2 情報の町ホームページ掲載 - ○ ○ ○ ○

№1 情報の広報掲載 - ○ ○ ○

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・情報提供の機会を増やすことにより、地域づくりに興味をもつ住民の増加を図る。

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（無） 令和3年度 変更（無）

・ハートピア助成金の申
請時期に広報、町ホーム
ページに情報を掲載す
る。
・地域づくり協議会やま
ちづくり推進委員会等、
地域づくりに取り組む団
体の活動状況を広報、町
ホームページに掲載す
る。
・行政推進委員会議や連
合町内会の会議の場で、
地域づくりに関する取組
についての情報を提供す
る。

・ハートピア助成金の申請
時期に広報、町ホームペー
ジに情報を掲載する。
・地域づくり協議会やまち
づくり推進委員会等、地域
づくりに取り組む団体の活
動状況を広報、町ホーム
ページに掲載する。
・行政推進委員会議や連
合町内会の会議の場で、
地域づくりに関する取組に
ついての情報を提供する。
・生涯学習フェスティバルに
おいて、地域づくりのPRを
行う。

同左 同左 同左

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（有） 令和元年度 変更（無）

年度 まで

2021

30 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　自主的に活動を行う団体に対する補助金（ハートピア助成金）や、地域づくり協議会、ま
ちづくり推進委員会の活動内容など、地域づくりに関する取組の情報について広報、町
ホームページでＰＲを行う。
　新たに、行政推進委員会議や連合町内会の会議の場で、地域づくりに関する取組につ
いての情報提供を行う。

平成 29 年度 から

2017

令和 3

③　アクション
　　プラン名

3
住民自身が地域づくりへ参画するための情報提
供の推進

担当 まちづくり推進係

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ③ 町政への住民参画を推進します 担当課 まちづくり防災課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅳ 住民・議会・行政との協働を推進します 種別
新規 途中追加
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× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

◎ Ａ

・ハートピア助成金の申請時期に広報、町HPに情報を掲
載し、町内会長へ文書の発送を行った。
・住民自治組織について町HPの情報を更新した(活動内容
までは記載なし)。
・まちづくり推進委員会の行事を掲載した。
・連合町内会情報交換会において町の補助金マニュアル
を作成、配布し説明した。
・社会教育・体育課と合同で、地域づくり講座を開催した(３
回)。
・生涯学習フェスティバルにおいて、町内会加入促進キャ
ンペーンを行い、町内会活動をPRした。
・職員が不在の地域(川口、堀切川、明神下、横道町内会)
において、合同の地域づくり座談会を行った。

昨年度は新たな取り組みとして、町の補助金マ
ニュアル作成、地域づくり講座の開催、町内会
加入促進キャンペーン等行ったため、情報提供
の場を増やすことはできたが、一部当初の予定
通りとはいかなかった。

H30
(2018)

◎ Ａ

・ハートピア助成金の申請時期に広報、町HPに情報を掲
載し、町内会長へチラシ発送を行った。
・住民自治組織について町HP掲載を継続した。(活動内容
までは記載なし)。
・まちづくり推進委員会の行事を掲載した。
・町内会に町の補助金マニュアル（改訂版）を配布した。
・地域づくり座談会等を開催した
(座談会2回（豊原周辺地区、木内々小学校区地域づくり協
議会）、自治基本条例施行10周年フォーラム1回)。
・生涯学習フェスティバルにおいて、町内会加入促進キャ
ンペーンを行い、町内会活動をPRした。

町と町内会や地域づくり協議会等が共同で
情報発信することで、より広く情報を届け
ることが可能になる。町内会によって発信
力に差があるため、できるだけ各々の意向
に沿う形で発信力強化の取り組みを考えた
い。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

№6

№5

№4

№3

○ ○ ○

№2

№1 パブリックコメント制度の活用状況等調査 － ○ ○ ○

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・自治推進委員会による、自治基本条例運用状況調査においてパブリックコメント制度の活用状況を調査し、必要
に応じて提言等を行う取組を継続していく。

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（無） 令和3年度 変更（無）

・自治推進委員会によ
る、自治基本条例運用状
況調査においてパブリッ
クコメント制度の活用状
況の調査を行う。

同左 同左 同左 同左

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（無） 令和元年度 変更（無）

年度 まで

2021

30 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　自治基本条例第33条第2項は、住民が直接意見を提出することにより行政へ参加できる
ことを保障し、担当各課においても従来から各種計画や条例等について、検討段階から住
民の意見を聞き、施策の形成を行うために、必要に応じてパブリックコメントを募集している
ところである。
　自治推進委員会では今後もその取り込みを推進するために、毎年パブリックコメント制度
の活用状況の調査し、必要に応じて提言等を行っており今後も継続するものである。

平成 29 年度 から

2017

令和 3

③　アクション
　　プラン名

4 パブリックコメント制度の活用 担当 まちづくり推進係

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ③ 町政への住民参画を推進します 担当課 まちづくり防災課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅳ 住民・議会・行政との協働を推進します 種別
新規 途中追加

68



× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について

◎ 計画を上回って進んだ
Ａ

想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

○ Ｂ

自治基本条例運用状況において、パブリックコメント制度の
活用状況の調査を行った。

年度末に作成予定の検証結果に反映し、次年
度以降の調査や提言に活用していく。

H30
(2018)

○ Ｂ

自治基本条例運用状況において、パブリックコメント制度の
活用状況の調査を行った。

年度末に作成した検証結果に反映し、次年度
以降の調査や提言に活用していく。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

・介護福祉課：介護支援、ＤＶ対策について

№6

№5

40.0

№4

○ ○

№3 審議会・委員会などに占める女性の割合 ％ 29.0 27.5 32.3 40.0 40.0

№2 制度の周知啓発のため広報へ記事掲載 － × × ○

№1 第3次プラン策定に向けたアンケート調査 － ○ －

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・男女共同参画とはなにか、なぜ必要かを理解できる機会を設ける。
・第二次男女共同参画プランに基づく取り組みを行う。
・第三次男女共同参画プランに向けたアンケート調査を実施する。

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（無） 令和3年度 変更（無）

・第二次男女共同参画プ
ランに基づく事業実施
・第三次男女共同参画プ
ラン策定に向けたアン
ケート調査の実施

・第三次男女共同参画プラ
ンの策定

・第三次男女共同参画プ
ランに基づいた事業実施

同左 同左

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（無） 令和元年度 変更（無）

年度 まで

2021

29 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　第二次男女共同参画プランに基づき事業を行う。
　プラン内では、男女共同参画への理解を深めるため、セミナーや研修への参加呼びか
け、関連制度の積極的な広報を掲げている。男女共同参画とは何か、根本的なことを学ぶ
機会を設けるとともに、広報やＨＰ等を用い周知を行う。
　また、男女共同参画に対する積極的見方を培う取り組みも目標としているため、男性の家
事参加、女性の働きやすい職場づくりなどの直接的な取り組みだけでなく、社会的弱者へ
の支援や避難所づくりといった、少し違う角度からの取り組みも行う。

平成 29 年度 から

2017

令和 3

③　アクション
　　プラン名

5 男女共同参画の推進 担当 男女共同参画係

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ③ 町政への住民参画を推進します 担当課 政策推進課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅳ 住民・議会・行政との協働を推進します 種別
新規 途中追加
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× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

△ Ｂ

・第3次プラン策定に向けたアンケートを実施した。
・制度の周知啓発のための広報への記事掲載は情報収集
等が不十分で実施できなかった。

・制度に関する情報収集と記事掲載方法が研
究不足であったため県等の機関から指導助言
をもらいながら対応していきたい。

H30
(2018)

△ Ｂ

・第3次プランを計画どおり策定した。
・制度の周知啓発のための広報への記事掲載は情報収
集等が不十分で実施できなかった。

・各事業が効果的に展開されるよう、啓発
広報等が必要である。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

・介護福祉課：介護支援、ＤＶ対策について ⑪　取組後の課題
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行政経営アクションプラン

（ ）

（ ）

※開始年度

平成

⑨　関係課との連携

№6

№5

№4

№3

○

№2 研修受講者数 人 25 16 20

№1 ファシリテーション能力向上に向けた研修 － ○ ○

実績値 実績値 実績値 目標値 目標値 目標値

⑦　アクションプランの目標

・町職員のファシリテーション能力向上に向けた研修を実施することにより、能力の向上を図る。

⑧　アクションプランの達成指標 単位
H28 H29 H30 R01 R02 R03

令和2年度 変更（無） 令和3年度 変更（無）

・ファシリテーション能
力向上に向けた研修の実
施

同左 同左

平成29年度 変更（有） 平成30年度 変更（無） 令和元年度 変更（無）

年度 まで

2019

29 年度

⑥　アクションプランのスケジュール

④　アクションプランの取組内容 ⑤　事業期間

　町職員において、ファシリテーション能力（会議や懇談会、公聴会等において質問によっ
て参加者の意見を引き出したり、合意に向けて論点を整理するなど、集団活動がスムーズ
に進むように、また成果が上がるように支援する能力）を身に着けることは、今後ますます重
要になってくると思われるため、職員研修実施計画に取り入れ研修を実施するなど、職員
のファシリテーション能力の向上を図る。

平成 29 年度 から

2017

令和 1

③　アクション
　　プラン名

1
職員のファシリテーション能力の向上に向けた
取組

担当 人事係　成田　石栄

Ⅱ.アクションプランの内容

継続 終了

②　取組事項名 ④ 住民との対話による合意形成を促進します 担当課 総務課

Ⅰ.行政経営計画におけるアクションプランの位置付け

①　基本方針 Ⅳ 住民・議会・行政との協働を推進します 種別
新規 途中追加
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× 未実施
Ｃ

想定どおりの実施効果・成果が得られなかった、または想定どおりに検討・準
備作業が行われなかった（着手はしているが、検討結果が得られなかった等）

△ 一部の取組が遅れた
Ｂ

概ね想定どおりの実施効果・成果が得られた、または概ね想定どおりの内容で
検討・準備作業が行われた▲ 全体的に取組が遅れた

１ 「進捗状況」について ２ 「自己評価」について
◎ 計画を上回って進んだ

Ａ
想定以上の実施効果・成果が得られた、または想定以上の内容で検討・準備作
業が行われた○ 計画通り進んだ

R02
(2020)

R03
(2021)

H30
(2018)

R01
(2019)

年度 ⑫　行政経営推進委員会の評価 ⑬　取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

H29
(2017)

R03
(2021)

Ⅳ.アクションプランの取組に関する行政経営推進委員会の評価、取組後の課題及び評価に対する改善・見直し

R01
(2019)

R02
(2020)

H29
(2017)

○ Ｂ

初回研修は、25人が受講し、研修の理解度（普通以上）
は、96％であった。

受講者数が少なかったため、2年目の実施にお
いては50人程度を目標に実施する。

H30
(2018)

○ Ｂ

2回目の研修は、16人が受講し、研修の理解度（普通以
上）は、100％であった。

初回に引き続き、受講者が少なかった。
研修内容から1日研修となるため、受講者を増
やすことは困難であるが、次年度は20人以上を
目標に、研修内容の見直し及び講師選定を行
い、実施する。

Ⅲ.アクションプランの進捗状況、自己評価、取組実績、取組後の課題

年度
進捗
状況

自己
評価

⑩　取組実績 ⑪　取組後の課題
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